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〔提案理由〕

子育て世帯の負担軽減や次世代育成支援の観点から、国民健康保険税の減免措置の拡大を

行う必要があるため、決議するものです。



国民健康保険税の減免措置の拡大を求める決議案

少子高齢化が進み、社会保障の支え手である現役世代の負担増が見込まれる中、特に子育て

世代の負担軽減を図るため、社会保険などの被用者保険には産前産後・育児休業期間の保険料

の免除制度が設けられていることを踏まえ、国保財政負担の在り方にも留意しながら、市の国

民健康保険税における配慮の必要性について検討する必要がある。

令和５年第４回定例会に議案として提出された産前産後期間の保険税の減額に係る条例の

一部改正を契機に、さらに子育て世帯の負担軽減や次世代育成支援の推進を図る観点から、育

児休業期間の財政的支援に配慮した減免措置の拡充及び１８歳以下の被保険者の均等割額の

減免措置の拡充について、取手市の子どもを産み育てる環境を整える必要性から、次の事項を

求める。

１ 国が育児休業を推進している状況を踏まえ、政令で定める産前産後期間における所得割

保険税及び被保険者均等割保険税の減額（単胎妊娠の場合４か月間、多胎妊娠の場合６か月

間）に加え、市独自の施策として減額の期間を延長し、単胎妊娠、多胎妊娠とも１２か月間

分を減額するなど、拡充を速やかに検討すること。

２ １８歳以下の被保険者均等割額については、政令で定める未就学児第１子の５０％減額

に加えて市独自施策で未就学児以外の第１子についても５０％減免、第２子以降１００％

減免としている現状をさらに拡充し、１８歳以下の全ての被保険者について１００％減免

とすることを速やかに検討すること。

以上、決議する。
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